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１．研究開発の背景とねらい 

 １．１ はじめに 

本課題では、原子力発電所事故時の緊急時放射能影響予測のための、早期の放出量推定手法

の実現を目指し、航空機および車両などによる４次元移動観測データを利用した放出量推定シ

ステムを開発するとともに、福島第一原子力発電所の事故では、事故後、長期間の被ばく評価

が必要となったので、長期間にわたる線量評価システムを開発することを目的とする。 

 

 １．２ 業務計画 

  平成 24 年度から 26 年度の全体計画を、表 1.2-1 に示す。 

表 1.2-1 平成 24 年度から 26 年度の全体計画 

研究課題 平成２4年度

（基礎技術開発）

平成２5年度

（技術検証）

平成２6年度

（システム統合）

(1)放出量推定

手法開発（東大）

放出量推定手法構築

(2)移動観測ﾃﾞｰﾀ
利用システム

開発（三菱重工）

風洞実験データ検証

(3)再飛散評価

手法開発（東大）

海外関連事項 米国NCAR他の協力
（放出量推定）

・海外調査（1月)
・LLNL講演会（２月）

・NCARｾﾐﾅｰ（3月）

デンマーク工科大学
ほかの協力（放出量
推定および長期被ば
く評価手法）

日米欧原子力防災
対策に関する協議

放出量推定検証

システム構築

観測ﾃﾞｰﾀ解析 長期被ばく評価手法検証 長期被ばく評価手法構築

システム統合試験

統合システム開発

野外実験ﾃﾞｰﾀ検証

（福島観測ﾃﾞｰﾀ利用）

 

 

２．研究開発成果 

 ２．１ 放出量推定手法の開発 

  本研究では、気象モデル（W-SPEEDI,WRF ほか）の拡散計算結果と広域観測データ（濃度、空

間線量率、沈着量）を相互比較して、最小二乗法により、放出量を推定する手法を開発した(1)。

また、この推定手法では、大型計算機で多大な計算時間が必要となるので、実用的な推定手法

として、正規拡散式の拡散計算結果と狭域観測データ（発電所周辺の空間線量率）を利用して、
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通常の PC を用いて数分間で、放出量を推定可能な新たな手法も開発した(2)。両者の比較を、図

2.1-1 に示す。 

 

図 2.1-1 放出量推定手法の比較 

  これら２種類の推定手法で、福島第一原発事故の放出量を推定した結果(2011 年 3 月 15 日午

前)は、図 2.1-2 に示すように、いずれも 1015Bqh-1（仮想核種、0.5MeV/dis 相当）となり、ほ

ぼ、等価であることを確認した。 
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0.5MeV/dis仮想核種放出量 = 1015Bqh‐1

 

図 2.1-2 放出量推定結果の比較（赤線グラフは、原子力機構の W-SPEEDI による推定値、緑は、

本研究の正規拡散式による推定値） 

 ２．２ 移動観測データ利用システムの開発（再委託先：三菱重工） 

a)発電所周辺の空間線量率観測データ 

b)放出量推定結果
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  本研究では、原発事故時に利用可能な観測データとして、発電所周辺の固定観測点データ（空

間線量率）の他に、航空機および自動車などの移動観測点データ（沈着量、濃度、空間線量率）

も利用して、専門家以外でも、短時間に放出量を推定可能なように、通常の PC で計算可能な「放

出量推定統合システム」を開発した（図 2.2-1 参照）(3) 。 

 

図 2.2-1 放出量推定統合システムの概要 

 

また、このシステムでは、空間線量率観測データを地表寄与分（グラウンド線量）と空間寄与

分（クラウド線量）に分離するデータフィルタリング処理技術も開発した。(図 2.2-2 参照) 

 

a)空間線量率観測データ            b)データフィルタリング処理結果 
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図 2.2-2 空間線量率観測データからクラウド線量率を抽出した例（日本原電東海 

観測値） 

 

２．３ 再飛散現象を考慮した内部被ばく評価手法開発 

  本研究では、原発事故で、放射性物質の放出が停止した後、数１０年間の被ばく線量推定を

可能とするため、EU でチェルノブイリ事故後、開発された長期被ばく評価モデル（ERMIN）を

用いて、このモデルが福島地域に利用可能であることを、事故後、３年間の現地観測データと

比較・検証した。（図 2.3-1 参照）また、現地観測データ（濃度、降下量、沈着量）から解析し

た沈着速度および再飛散係数が、ERMIN モデルで利用されている数値と等価であることも確認

した (4) 。 
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観測データ
・空気中放射能濃度
・地表放射能濃度

再飛散現象解析

内部被ばく

風

入力データ

・土地利用情報

・土壌汚染情報

・除染対策情報

出力データ

・長期被ばく計算結果

（外部、内部被ばく）

・除染対策効果推定

・除染コスト推定

・除染廃物量推定

H23年度研究内容

・再飛散評価式検証

・入力ﾃﾞｰﾀ形式変更

国内観測データ解析

降雨洗浄（Weathering効果）
28

庭の草除去 道路表層除去

土壌表面除去 除染対策なし

除染対策平均値

除染対策具体値

 

図 2.3-1 EU の長期被ばく評価モデル（ERMIN）の機能と本研究内容 

 

３．今後の展望 

 

 本研究は、国内研究機関（原子力研究開発機構、海洋研究開発機構、京大、名古屋大ほか）と

海外研究機関（米国：原子力規制委員会、大気科学研究センター、ローレンスリバモア国立研究

所、サンディア国立研究所、ハーバード大学、英国：気象庁、健康保護庁、デンマーク：RISO 研

究所ほか）の協力を得て、実施されたものである。従って、研究成果は、国内だけでなく、海外

の原発事故時緊急時対応システムにも利用可能な技術として、国際的な応用展開が期待されてい

る。 

 このため、平成２７年３月には、日米欧の緊急時対応システム関係者が参加する国際会議を開

催し、本研究成果を活用する運用方法について協議する計画である。 
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